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研究成果の概要（和文）： 
 効率性や経済性への要請も不可欠の課題になってきた都市ごみ管理の構造変化に対

応可能な政策を検討することが本研究の基本目的といえるが、特に、官と民との新た

な役割分担をみすえた事業経営の多様な展開に関する本格的な検討ならびにベンチマ

ーキング手法による都市ごみ管理に関して自治体向けの本上梓が基本目標であった。 

 官と民との新たな役割分担をみすえた事業経営の多様な展開に関する本格的な検討は、

平成 20 年度末 3 月に実施したドイツ調査において、民営化、狭義の PPP や再公営化など

多彩な経営形態をヒアリングできたので、日本側における近年の事業経営の特徴と課題の

検討を進めてきた。国際比較の視点を再確認しながら、わが国の都市ごみ管理の自治体経

営の基本構図を描いたと自負している。 
 
研究成果の概要（英文）： 
   In the field of municipal solid waste management in Japan, we aimed a 
fundamental goal to publish a book about a serious examination of diverse expansion 
in municipal solid waste enterprises on collaboration between public and private 
sectors and municipal waste management with the benchmarking method.  
   We made an hearing investigation in Germany On March 2009, we consider an 
important of re-examination on the viewpoint of comparison between Japan and 
Germany. We flatter ourselves that we have described the fundamental blueprint 
about the local management and administration of municipal solid waste in Japan as 
we reconfirm a viewpoint of an international comparison. Further we will be newly 
scheduled to arrange PPP investigation in Japan aside Germany and hold the meeting 
with German research worker.  
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                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 3,500,000 1,050,000 4,550,000 

２００７年度 3,000,000 900,000 3,900,000 

２００８年度 4,500,000 1,350,000 5,850,000 
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  年度    

総 計 14,400,000 4,320,000 18,720,000 

 
 
研究分野：総合領域 
科研費の分科・細目：環境影響評価・環境政策 
キーワード：(1)都市ごみ管理、(2)自治体経営、(3)ベンチマーキング、(4)手数料制度、 

(5)自由化、(6)公民の役割分担と協働（PPP） 
 
１． 研究開始当初の背景 
本報告は、ほぼ同一の研究グループによる

次の研究の継承でもある。 
＊平成１４年度～平成１６年度科学研究

費補助金（基盤研究（Ｂ）（２））：都市ご
み管理と自治体経営に関する日独比較研
究；研究組織：日本側８名（代表：小野） 
したがって、本研究は、都市ごみ管理の構

造変化を自治体経営の日独比較の視点から
検討する点では一貫している。本研究グルー
プは、わが国都市ごみ管理が地域行政に任さ
れてきた公共事業という基本そのものが大
きな構造転換を迫られているという認識か
ら、「自治体経営」という視点に焦点を向け
て、当初から下記、三つのサブ・テーマを設
定して検討を進めてきた。 
１）サブ・テーマ１：都市ごみ管理の財務

構造と自治体経営については、日本の税方式
とドイツの手数料方式の総合的な比較検討
が基本になる。その場合に、都市ごみ管理の
財政面と環境政策面との二重の検討を最新
の日独の議論ふまえて分析することになる。 
２)サブ・テーマ２：組織形態と廃棄物市

場については、ドイツにおける自由化のもと
での清掃事業組織形態の多様な展開を学ぶ
ことに力を注がれているが、その上で、わが
国における PFIなどの新たな事業展開をふま
え、日独比較の構図を描くことが求められて
きた。 
３）サブ・テーマ３：比較可能な評価指標

については、BIfA（バイエルン廃棄物研究所）
のベンチマーキング手法と LASU/INFA（ミュ
ンスター廃棄物研究所）の特性値分析という
先行する成果を直接に学びながら、わが国に
おける評価指標に向けたデータ収集方法と
独自の手法の開発を探っている。 

 
 
２．研究の目的 
 今回は、上記サブ・テーマとの関連でい
えば、とりわけ２）と３）のサブ・テーマ
をさらに掘り下げる必要を認識したので、
「都市ごみ管理における事業経営の多様
な展開と評価手法の開発」という研究目
的を設定した。本研究の基本課題は都市ご
み管理における「自治体経営」と事業経営
の多様な展開を描くことにあると考えた。
その際、追加的には「公民の役割分担と協
働」の視点が最重要と認識してきた。 
より基本に立ち返れば、都市ごみ管理の

地域現場主体の構成は次の三つの境界づけ
を不可欠と考えた。1)国と地方の関係、2)
公・官と民との関係、3)事業経営の内と外
という、三つの境界である。 
 地域における経済と生活からの廃棄物は、
「一般廃棄物」として地域現場の地方自治
体の管轄業務として位置づけられ、都市ご
み管理は実際に地域に任された公共サービ
スとして生活現場に密着したものとなって
いる。しかし、現在、地域行政に任された
公共事業という基本特徴はこの三つの境界
において大きな構造変化を被ってきている。    

(1) 国と地方の関係：行財政システムの
集権 vs 分権という基本問題、都市ごみ管理
の施設整備における補助金依存と地方自治
のあり方。  
(2) 公と民の関係：自治体事業における

公民の役割分担と協働、ならびにごみ処理
事業全体における民間処理事業と公共体の
産業と市場での関わり方。 
(3) 事業経営の内と外：自区内と地域間

との関連づけの不可避性、 



 さらに、以上の基本視点を基底に、次の
ような論点に焦点を当てる必要があると判
断してきた。 
 まず、循環型への政策転換

 これを基点にして「公民の役割分担と協
働」を考慮すれば、事業単位、公民連携の
組織、行財政システム、産業と市場のあり
方、地域経営と各レベルにおいて貫徹して
いるといえる。 

は、行政任せ
のごみ管理から生産者と排出者の責任を不
可欠にし、地域におけるステークホルダー
によるコラボレーション、ガバメントから
ガバナンスの転換を逆戻りできないものに
した。 

 １）ごみ管理の事業単位、事業主体に関
しては、地方自治体が権限をもつことに一
見変わりはないようにみえるが、拡大生産
者責任（EPR）による責任の再編成は地域
におけるガバナンスの考えを不可避にして
いる。 
 ２）次に、事業組織については、公共サ
ービスの民営化、自由化のニュー・パブリ
ック・マネジメント（NPM）の波は単に委
託や許可という作業レベルでの民間の参入
ではなく、責任やリスクを負う形での公民
協働の組織形態（広義の PPP）が多様に試
みられてきた。なかでも、PFI(Private 
Finance Initiative：BOO、BOT、BTO 方
式)、DBO 方式、長期包括運営委託、指定
管理者制度など官と民の多様な協働方式が
普及してきた。 
 ３）さらに、行財政システムに関しては、
都市生活インフラを国が中央集権的に公共
事業で整備していくやり方から、地方自治
のシンボルとして地域に根ざした政策主体
の自立が求められている。 
 ４）ごみ事業で産業と市場のあり方を問
うこと自体が稀なことだと思えるが、欧米
の現実をみれば、PPP という事業主体が普
及するには、信頼できる民間処理業者が育
つことが不可欠であり、そのためには産業
と市場のあり方を問うことが避けられない
と考える。 
 ５）最後に、循環型への都市ごみ管理の
転換は、地域における政策主体は行政主導
ではなく、住民、事業者など各主体の役割
分担と協働にあることを不可避にしてきた。 
 以上、本研究は、わが国における都市ご
み管理の構造変化を自治体経営の多様な領
域を設定して検討してきた。 
 
 
３．研究の方法 
 本研究の基本課題は、都市ごみ管理にお
ける「自治体経営」と事業経営の多様な展
開を描くことにあるが、研究方法としては。
「自治体経営」の多様なあり方をまず３つ
にサブ・テーマを設定して検討してきた、

その際、事業経営の分析には「公民の役割
分担と協働」(広義の PPP)の視点が最重要
と認識し、より基本に立ち返れば、都市ご
み管理の地域現場主体の構成は次の三つの
境界づけを不可欠と考える。1)国と地方の
関係、2)公・官と民との関係、3)事業経営
の内と外という、三つの境界である。その
うえで、上記のように、公民の役割分担と協
働は、①事業単位、②公民連携の組織、③
行財政システム、 ④産業と市場のあり方、
⑤地域経営という５つのレベルにおいて相
互に関連して貫徹しているとみてきた。 
 以上の研究方針のもとに、さらなる本研究
の方法的特徴としては、多様なテーマを包括
する総合的な日独比較実施してきたことで
ある。この国際比較は、ドイツのふたつの研
究所、INFA（ミュンスター廃棄物・廃水研究
所）と BIfA（バイエルン応用環境政策研究所）
との密接な研究協働のもとに行った。 
サブ・テーマ１に関しては、ドイツの手数

料制度と日本の税方式の対照的な制度をめ
ぐる考察が不可欠となったが、財務分析と経
済的手段の政策効果(有料化)検討、サブ・テ
ーマ２に関しては、事業経営における核であ
るコストに関する会計学、経営学、経済学の
概念的整理をふまえて、多様な事業経営の展
開を日独の比較のもとで行い、2009年春にド
イツの PPPの多彩なあり方をヒアリング調査
した。さらに、サブ・テーマ 3 に関しては、
ドイツで普及したベンチマーキング手法の
意義を検討し、日本への適用の可能性を枚方
市、福岡市、佐世保市、川崎市、川口市、柏
市、さいたま市、東京都などとの意見交換、
ヒアリングのもとに探ってきた。その日独で
の展望は、既述の『ベンチマーキングで考え
る！』で紹介した。 
  
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、事業経営の多様化に対応
した成果と評価手法に関する成果に大別で
きるが、都市ごみ管理が公共的部門への事業
経営の手法の多様な工夫に関するので、コス
ト分析と公共財政分析、 
 「評価手法の開発」に関しては、2009
年春に山川肇・植田和弘編著・ベンチマー
ク分析研究会著『ベンチマークで変える！ 
自治体のごみ管理』中央経済社としてその
成果を上梓することができた 
 また、全体にわたる具体的な成果として
は、環境省が実施した二つのガイドライ
ン検討委員会への参加に端的にみられる。
処理システムの評価に関しては小野が、
廃棄物会計と有料化に関しては山川が議
論に参加して、われわれのベンチマーキ
ング手法の検討成果とコスト分析と手数
料制度の政策的検討成果を報告している。
その成果は、市町村の一般廃棄物処理事業



の ３ Ｒ 化 の た め の 支 援 ツ ー ル
（ http://www.env.go.jp/recycle/waste/tool_gw
d3r/index.html）として、「一般廃棄物会計
基準」「一般廃棄物処理有料化の手引き」
「市町村における循環型社会づくりに向け
た一般廃棄物処理システムの指針」が報告
されている。 上記の単行本や報告をベー
スに各自の多岐にわたる研究成果が存在す
る。 
 さらに、本研究では、2009 年 3 月にドイ
ツ都市ごみ管理における事業経営の多様な
展開に関するヒアリングを実施した。この
調査をふまえたPPPに関する日独比較検討
は、間宮・小野の土木学会で簡略な報告を
したが、間宮と芳賀の詳細な検討結果をも
とに、2010 年 6 月 13 日に北海学園大学で
開催される公益事業学会において小野が報
告する。さらに、この公益事業学会におい
ては和田、山川によって、三つのサブ・テ
ーマのうち、手数料制度、事業経営の基本問
題についてもその成果を示す。また、平成
22 年度中には自治体経営本を上梓する予
定で取り組んでいる。 
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